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と は い っ て

も、増えた分

は 公 立 高 校

授 業 料 無 償

化 等 の 結 果

である事は明

らか。むしろ

そ れ 以 外 の

部 分 は 減 額

に な っ て い

る。 

昨年の政府案の定数｢改善｣

は 1000 人だったはずなのだ

が…？次ページ参照 

自然減の数が多くなっているので、単純に 4,200 人(内訳は次

頁参照)が増える訳ではないから｢5 倍強｣などと強調するほど

のことはないが、自然減を上回る数を確保した事を良しとした

としても、行革推進法の下で県費以外の職員が削減されるの

を警戒する必要がある。 

限 定 的 で は

あ れ 、 小 泉

改革最後の

骨太方針の

撤回は重要

な 意 味 を 持

つかも… 
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定数内では新規 

約 4.7 倍増 

約 4.7 倍増 

約 9 倍増 

昨年と同数 

5 倍強 

昨年と同数 

2009 年度文部科学省予算主要事項より 

2010 年度文部科学省予算主要事項より 

昨年度予算との違いで目立つのは、主幹教諭に関する項目が無くなっている事（次頁も参

照）。昨年 8 月の自民党政権の下での概算要求では 2,500 人有ったが 10 月の民主党政権下

の仕切り直し概算要求では前年予算と同数の 448 人要求に減り、政府予算案では 0 になっ

た。単に数字合わせのためだけなのか、民主党政権と文科省官僚の思惑の違いの現われな

のか… 
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5,500 人増えるは

ずが 7,000 人と半

減した。定数内を

増 や し た 分 削 り

易いところを切っ

たという事か？だ

からといって現場

の不安定雇用が

減る訳でもなく、

地方の負担が増

えるだけではない

か。 

政府原案の数 

 

４，２００人 

同数 

１，７７８人 
同数 

同数 

４７人 

２５０人 

０人 

７３人 

４７人 

10 月概算要求との比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教員特別手当と

給料の調整額の

縮減に転換。増

やす方より減らす

方を選んだ？ 


